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主要メッセージ 

• 多くの企業が、自らが関与する化石燃料由来の温室効果ガス（GHG）の排出量の一部をオ

フセット（相殺）するために、気候変動対策としてネイチャー・ベースド・ソリューション（自然に

基づく解決策：NBS）を取り入れ始めている。 

• 社会全体のGHG排出量を実質ゼロ、いわゆるネット・ゼロ・エミッションの状態に移行するには、

NBSへの資金供給が不可欠かつ緊急に必要である。 

• 本稿では、NBSをオフセットとして活用する機会とリスクについて説明する。特に、需要側が購

入する際の環境・社会十全性と供給側の創出する排出削減・除去に着目する。 

• NBSをオフセットとして活用することに対する信頼性を高めるために、企業が今すぐできる行

動がある。自社の化石燃料由来の排出削減に向けた野心的な戦略の実施と、質の高い

NBSクレジットを必要としているシグナルを発信することである。 

• NBSのオフセットとしての活用に関するルールは、複数の政策分野や自主的イニシアティブの

中で議論されてきているが、企業は、自主的およびコンプライアンス市場での取引を管理す

る堅固な基準や規範を提唱することができる。 

 

本稿は、世界資源研究所（World Resources Institute; WRI）が出版したワーキングペーパー

「Consideration of Nature-based Solutions as Offsets in Corporate Climate Change Mitigation 
Strategies (Seymour and Langer 2021)」を、WRIの承諾を得て、公益財団法人地球環境戦略研究機関

（IGES）が日本語に翻訳した（翻訳：山ノ下麻木乃、梅宮知佐）。IGES は、翻訳の正確性について万全を期

しているが、翻訳により不利益等を被る事態が生じた場合には一切の責任を負わないものとする。日本語版

と原典の英語版との間に矛盾がある場合には、英語版の記述・記載が優先する。 
原文は次のリンクからダウンロードできる。https://www.wri.org/research/consideration-nature-based-

solutions-offsets-corporate-climate-change-mitigation 
 

https://www.wri.org/research/consideration-nature-based-solutions-offsets-corporate-climate-change-mitigation
https://www.wri.org/research/consideration-nature-based-solutions-offsets-corporate-climate-change-mitigation
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1章：概要 

背景 

NBSとは、自然の力を利用して大気中のGHGの蓄積を減らし、適応、生物多様性、人々のウェルビーイン

グ（幸福）にベネフィット（便益）をもたらす活動のことである1。 

2007年、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の下、成果に基づく支払いをベースとした資金メカニズムの

交渉が開始された際、森林に由来するGHG排出削減の必要性が、一時的ではあったが高い注目を集めた。

しかし、市場においてGHG排出削減に対する需要が生み出されず、結果的にその後10年間、森林に由来す

るGHG排出削減は相対的に無視され続けてきた。2019年、NBSが国際的な議題として再浮上することとな

る。この年、気候変動に関する政府間パネル(IPCC)と国連気候行動サミットは、それぞれの報告書において、

気候緩和戦略にNBSを組み込むことが緊急に必要であるという点については、科学と政策の両方でコンセン

サスが得られていることを強調した。 

その一方で、多くの企業が、ある一定の期日までに「ネット・ゼロ」を達成するというコミットメントを含む、GHG
排出量の削減および除去の強化に関する目標や戦略を自ら策定し、公開するというプロセスを加速させてい

る。NBSによる排出削減・除去クレジットを購入することで、自らの排出量をオフセットできるという考え方は、

自然保護・回復のための資金を増やす機会になる。しかし、オフセットが可能になることで、企業自らの目標

や戦略の野心が低下し、気候変動対策の環境・社会十全性が脅かされるのではないかという懸念も再燃し

ている。企業の排出削減目標を達成するためのNBSオフセットの適切な活用に関する疑問に対する答えが

緊急に求められている。 

本ワーキングペーパーについて 

本稿では、企業の緩和戦略におけるNBSのオフセット2 としての役割、およびNBSによる気候変動対策に向

けた資金源としての役割について検討する。本稿では、NBSがもたらす莫大な潜在的ベネフィットについて簡

単に説明し、オフセットの使用に関するリスクの概要を述べ、それらリスクを管理するための戦略を提示する。

また、本稿では、未解決の課題や、現在、自主的な制度とコンプライアンス・ベースの制度でNBSをオフセット

として活用するための基準や規範の検討を進めている政策分野やイニシアティブを紹介する。最後に、企業

が今すぐできる「後悔しない」行動を提案する。 

 

 
                                                                                                                                            

1 本稿では、マングローブや湿地帯を含む土地（陸域）ベースのNBSに焦点を当てている。海草や海藻の養殖など、海洋ベースの
NBSは重要な気候ソリューションであるが、本稿の対象にはしていない。「ネイチャー・ベースド・ソリューション（NBS）」と「ナチュラル・クラ
イメート・ソリューション（NCS）」という言葉は、同じ意味で使われることが多いが、NBSは気候変動への適応と緩和に貢献する一連の幅
広い活動を指す傾向があり、NCSは炭素排出量の削減または吸収に焦点を絞っていることが多い(Seddon et al. 2020)。本稿では、自
然がもたらす多様な恩恵に注目するため、より広範な意味を持つNBSを用語として使用する。 

2 本稿では、「クレジット」は、発効、取引、償却される第三者検証された排出削減量または吸収量を指し、「オフセット」は、企業自身
の排出量を補償または中立化するために、資金提供された気候変動緩和行動を活用することを指す。 
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オフセットとしてのNBS 

NBSは、世界の気候目標を達成するために不可欠なものであるが、その緩和効果に見合う資金はまだ投

じられていない。NBSへの投資は、適応、生物多様性、その他の持続可能な開発目標（SDGs）に対するコベ

ネフィット（副次的便益）を生み出すことが可能である。企業がNBSクレジットを購入することで、必要な資金を

生み出すことができるが、企業の緩和戦略にNBSを組み込むこと、特にオフセットとしてNBSクレジットを使用

することについては、意見が分かれる。環境・社会十全性を確保するためにどのような基準や規範が適切で

あるかについて、より強いコンセンサスが必要である。 

企業が考えるべきリスクと戦略 

企業がNBSを気候変動緩和戦略に組み込むことを検討する際には、二つの包括的な懸念事項に対処し

なければならない。一つ目は、企業が、自社のオペレーション、サプライチェーン、製品の使用による排出量

の削減よりもオフセットの使用を優先した場合、結果として、より多くの排出量を発生させるのではないかという

懸念である。したがって、ここで重要なのは、オフセットが企業自らの気候変動対策を弱めるのではなく、強化

するためにあることを示すために、「オフセット需要側の環境十全性」を確保することである。もう一つの懸念事

項は、オフセットに使用される炭素クレジットの品質に関するものである。クレジットは、化石燃料の排出を補償

するために、実際のGHG排出量の削減または大気中からの除去に基づくものでなければならない。NBSをオ

フセットとして活用する際には、この「オフセット供給側の環境十全性」を確保するため、追加性（排出削減量

がBAU（なりゆき）シナリオに比較して追加的であること）、リーケッジ（排出が単に他の場所に移転したのでは

ないこと）、永続性（反転（削減や除去分が再度大気に放出される）リスクに対処されていること）、二重計上

（気候目標に対してクレジットが2回以上使用されていないこと）、社会的セーフガード（排出削減が地域コミュ

ニティに害を及ぼさないこと）などの問題に対処する必要がある。 

NBSをオフセットとして活用した場合に得られる資金は、短期的な排出量削減と中長期的な土地セクター

からの除去を実現する即時行動の動機付けになる。これと並行して、個々の企業や産業、そして社会全体は、

大規模な脱炭素化を可能にする低炭素技術や産業的なGHG除去技術の商業化と規模拡大を進めることが

できる。しかし、2050年までに世界全体で排出量をゼロにするという共通の目標を達成するためには、企業は、

技術的な実現可能性と費用対効果を考慮して、削減、補償、中立化を最適化した緩和戦略のポートフォリ

オを構築する必要がある。言い換えれば、短期的には削減が困難な排出量をオフセットするためにNBSに早

期に投資することは、企業のネット・ゼロ達成への道筋の一つの特徴となり得るが、その努力は、パリ協定の最

終目的である地球の気温安定化の達成を損なうことがあってはならない。 

結論 

気候変動に対処するためには、すべてのセクターで早急に脱炭素化を図る必要がある。積極的で直接的

な化石燃料使用の削減と、NBSへの投資（自然に関連する排出削減と補償・中立化に使用することができる

除去への投資）を組み合わせることで、企業は、グローバルなネット・ゼロ・エミッション目標を達成するための

「両輪」に貢献することができる。NBSのオフセット使用に関する基準や規範が発展していく中で、企業は次の
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三つの方法で自らの貢献を進めることができる。①自社のバリューチェーン（オペレーション、サプライチェーン、

製品の使用）における排出量を削減するための野心的な戦略を実施すること、②削減できず残ってしまう排

出量を補償、中立化するために高品質なNBSに対する需要シグナルを発信すること、③自主的な、あるいは

コンプライアンスに基づくオフセットとしてのNBSクレジットの取引を管理するための堅固なルールを提唱するこ

とである。 
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2章：本文 

1. 企業が気候変動緩和戦略を策定する背景とは？ 

2015年に採択されたパリ協定では、約200カ国が、産業革命前と比較した地球の気温上昇を2℃を大きく

下回る水準に抑えることに全会一致で合意し、また、今世紀後半までに排出量と除去量のバランスをとること

で、気温上昇を1.5℃に抑える努力を追求していくことを約束した（UNFCCC 2015）。そのわずか数年後、

IPCCは、特別報告書「1.5℃の地球温暖化」（IPCC 2018）の中で、気候変動による最も危険で不可逆的な影

響のリスクを低減するためには、より野心的な目標の達成が不可欠であることを明らかにした。さらに同報告

書は、1.5℃の経路に移行するために必要なこととして、2050年までに排出量をネット・ゼロ3 にするための投

資、技術、行動の変化を、歴史的に前例のない規模で動員することを指摘している。 

最近の報告書では、さまざまな経済セクターのネット・ゼロへの潜在的な道筋や、社会のネット・ゼロへの移

行における民間企業の役割が分析されている（ETC 2018; Henderson et al. 2020）。これらの報告書は、

ネット・ゼロへの移行は技術的にも経済的にも可能であると結論づけているが、いずれも、化石燃料や土地利

用からの排出を含めたすべてのセクターで、迅速な脱炭素化が必要であると同時に、炭素除去活動に依存

する必要があることを強調している。 

 

株主や消費者をはじめとするステークホルダーが求める企業の気候変動対策への期待の変化に対応して、

多くの企業が脱炭素戦略を策定し、ネット・ゼロ目標を設定している。このような企業の自主的な気候変動へ

の取り組みを評価する際には、排出源や活動の範囲を考慮するとともに、ネット・ゼロを達成するために提案さ

れている道筋（排出削減経路）を考慮することが重要である。 

ほとんどの企業は、スコープ1および2と呼ばれる排出量を戦略に含めている。「スコープ1排出量」とは、企

業が所有または管理している排出源からの直接的な排出量を指す。「スコープ2排出量」は、企業が所有ま

たは管理していない、購入したエネルギーの生産に伴う間接的な排出量である。しかし多くの場合、企業のバ

リューチェーンの上流および下流で発生する「スコープ3排出量」が、企業の排出量の大部分を占めている。

一般的なスコープ3排出量には、サプライヤーの原材料（例：自動車用の鉄鋼）や、消費者の製品使用（例：

家電製品用の電力）などがある。気候変動対策として、スコープ1、2、3の排出量を直接削減するだけでなく、

炭素クレジットの購入を含めている企業もある。ある場所で発生する排出量を補償するため、GHG排出量の

削減または炭素貯留量の増加を炭素クレジットとして購入し、後にクレジットを償却することを、カーボンオフ

セットと呼んでいる (Broekhoff et al. 2019)。 

                                                                                                                                            
3 IPCCは、ネット・ゼロを「特定の期間において、大気中への人為的なGHG排出量が、人為的な吸収量と釣り合う時点」と定義してお

り、ネット・ゼロの達成には炭素吸収が必要であるとしている（IPCC 2018）。炭素吸収は、炭素回収・貯留付きバイオマスエネルギー
（bioenergy with carbon capture and storage: BECCS）や二酸化炭素直接回収技術（direct air capture: DAC）などの産業技術の
活用や、森林や泥炭地の回復などのNBSによって達成することができる。 

重要なポイント：NBSの実施によって、化石燃料からの排出の大幅削減を実施せずに済ませたり、削減の

実施を遅らせたりすることはできない。 
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ある特定の気候変動対策を別の対策よりも優先させるために、「緩和ヒエラルキー（階層構造）」という考え

方が用いられている（Stevenson and Webb 2020）。ネット・ゼロ・エミッションを達成するという文脈では、二

酸化炭素（CO2）除去技術に投資する前に化石燃料からの排出削減を優先することや、オフセットに頼る前に

企業のバリューチェーンの排出量（すなわちスコープ1、2、3排出量）を削減する行動を優先することを意味

する（SBTi 2020）。NBSは、バリューチェーンにおいて土地セクターの影響を受けている企業の気候戦略に含

まれていなければならないものである。本稿では、企業のバリューチェーンの外のNBSに資金を提供しオフ

セットとして活用することに焦点を当てているが、NBSへの資金提供は必ずしもオフセットと関連するものでは

ないとも認識している。 

表A1（付録Aに掲載）では、シェル、マイクロソフト、ネスレのネット・ゼロに向けた目標を比較している。これら

の企業は、野心度、対象範囲、スケジュール、行動、目標達成のためにどの程度NBSに依存する計画かとい

う点で異なっている。このような違いは、異なるセクターの企業は、脱炭素化において異なる制約と機会に直

面していることを反映している。さらに、個々の企業にとってのネット・ゼロの意味（つまりは社会全体のネット・ゼ

ロ目標との関連性）については、まだコンセンサスが得られていないことも示している。 

「NBS」、「炭素除去」、「オフセット」という用語は同義ではないため、これらを混同せずに区別することが重

要である。NBSは、オフセットを含む（ただし、これに限定されない）様々なメカニズムによって資金を調達する

ことができる。同様に、オフセットは、排出量の削減または除去を活用するが、NBS活動に限定されるものでは

ない。炭素除去は、NBSまたは産業技術によって実施できる。本稿では、NBS以外のオフセットが存在してい

ることや、NBSの資金調達にはオフセット以外の方法があることを認識した上で、オフセットとしてNBSを活用

する際に考慮すべき事項に着目する。 

 

 

2. NBSとは何か、そしてなぜ重要なのか？ 

NBSは、国際自然保護連合（IUCN）によって「社会課題に効果的かつ順応的に対処し、人間の幸福およ

び生物多様性による恩恵を同時にもたらす、自然の、そして、人為的に改変された生態系の保護、持続可能

な管理、回復のため行動」と定義されている（IUCN n.d.）。様々な推定値が示されているが、NBSは1.5℃目

標を達成するために必要な、費用対効果の高い気候変動緩和策の約3分の1を提供できると言われている

(Griscom et al. 2017; Roe et al. 2019)。図1に示したように、NBS（森林減少の削減や森林、湿地、泥炭地

の回復など）は、1.5℃目標を達成するために必要な、土地に負荷をかける消費の軽減に焦点を当てた活動

（植物性中心の食生活への移行など）を補完するものである。この一連のNBSオプションの中で、自然生態系

の保全を優先させるべき理由がいくつかある。IPCC特別報告書「気候変動と土地」では、森林減少と森林劣

化の割合を減らすことは、「気候変動の緩和のために最も効果的で強固なオプションの一つである」と結論づ

けている（IPCC 2019）。また、森林管理の改善と森林減少・劣化の削減は、気候変動への適応、生物多様

重要なポイント：大手企業は、基準や規範が開発段階であるにもかかわらず、自主的な気候変動緩和目

標や戦略にNBSオフセットを組み込んでいる。 
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性の保全、その他のSDGsに対して明らかにプラスの貢献をもたらす数少ない土地関連の緩和オプションの一

つであるとも指摘している。 

 

さらに、手つかずの状態で残っている生態系を保護することは、社会のネット・ゼロへの道筋の中で最優先

されなければならない。熱帯林、泥炭地、マングローブなどの炭素を多く貯留する生態系を他の土地利用に

転換することによって大気中に放出された炭素は、現在から2050年までの間に回復努力をしても「回収不可

能」である（Goldstein et al.2020）。今後10年以内にこれらの手つかずの生態系を保護することができなけれ

ば、世界の炭素バジェット（将来排出できる量）内にとどまることは事実上不可能になる。将来的には、自然生

態系の多くは、気候変動の影響によって、現在より少ない炭素量しか貯留できなくなる可能性があるため

（Anderegg et al.2020）、土地利用の変化による排出を抑制し、新たな緩和策や適応策を開発するための

貴重な時間を確保するためには、今、生態系を保護することが不可欠なのである。 

NBSの資金は、自然生態系の破壊や劣化につながる農業やその他の関連セクターへ流れている資金に

比べて、かなり小さい資金規模にとどまっている。図2に示されているように、熱帯林の減少に対処するために

提供された資金は、国際的な気候緩和資金の3％未満、2010年以降でおよそ200億米ドルのみである

（Climate Focus 2017）。一方、土地セクターの他の部門に対しては、同期間に約7,770億ドルの「グレー・

ファイナンス」（環境的な改善成果が伴わない資金）が提供されている（Climate Focus 2017）。 

 

図1 NBSの気候変動緩和ポテンシャル

注：BECCS＝炭素回収・貯留付きバイオマスエネルギー。各項目は二重計上を避けるために個別に計上されている。ビジ
ネス・アズ・ユージュアル（なりゆき）は、土地利用の変化による現在の排出量の継続と、農業による予測排出量の中央
値を想定している。
出典： : Roe et al. 2019

重要なポイント：NBSは、世界の気候目標を達成するための重要かつ一刻を争う要素であるにも関わら

ず、NBSに対する資金の流れは、その緩和ポテンシャルに見合っていない小規模なものにとどまる。 
 



 

8 

 

 

 

3. NBSのユニークな特性とは？ 

大気中の炭素収支に着目すると、排出削減量や除去量がどの排出源または除去源に由来するかというこ

とにこだわる必要はないが（「1トンは１トン」）、気候や人類の幸福に対する実際のインパクトに注目すると、無

視することはできない。NBSへの投資は、産業による排出削減と炭素除去技術への投資に比べて、地域社

会や国家経済に対する利益だけでなく、気候、生態系サービス、生物多様性に対する明らかなコベネフィット

を生み出す。このようなベネフィットの大きさや特徴は、NBSの種類によって異なる。 

第一に、NBSは、炭素を貯留すること以外の機能によって、気候の安定性を高めることができる。森林と大

気の間には、太陽光の反射、風のパターン、水の蒸発などを介した複雑な相互関係が存在する。最近の研

究では、森林が大陸規模で降雨をもたらし、地域的には極端な気温を緩和していることが明らかになってきて

いる(Lawrence and Vandecar 2015; Zeppetello et al. 2020)。天然資源の持続可能な管理に依存している

企業にとっては、このような森林が促進するGHG以外の気候安定化への道筋が、気候変動に伴う企業の物

理的リスク管理への相乗効果をもたらす。 

第二に、NBSは生物多様性、適応、その他のSDGsに対して大きなコベネフィットを生み出すことができる。

自然生態系では、炭素密度（単位面積当たりの炭素貯留量）と生物多様性の間に高い相関関係がある（Di 
Marco et al.2018）。COVID-19パンデミックで劇的に示されたように、生物多様性の保護は、世界の食料シ

ステム（受粉を介して、など）や人間の健康を支える生態系の機能維持に不可欠である。さらに、湿地や森林

に覆われた流域は、洪水や干ばつを軽減し、マングローブは沿岸地域を高潮から守り、森林は周辺地域の気

温を穏やかにしたり都市部の熱波による健康被害を和らげたりする（Lawrence and Vandecar 2015; 

図2 2010-2017年の森林への資金フローと他の分野への資金フローの比較
（NBSへの資金が限られていることの一例として）

注：森林減少国の林業に対する気候緩和資金の内訳は、開発資金($2.3B) 、REDD+レディネス・実施資金($1.7B) 、成果支払いコ
ミットメント($4.1B)。
出典： : Climate Focus 2017

)
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Salmond et al. 2016）。また森林は、薪、食料、繊維など地域コミュニティに重要な収入源をもたらしている

（Angelsen et al. 2014）。Box 1は、このようなコベネフィットを炭素市場で評価する際の課題について説明し

ている。 

第三に、NBSはCOVID-19パンデミックによって引き起こされた経済危機による国の復興に役立つ。自然の

回復や保護、自然インフラ・プロジェクトの実施などのNBSを復興計画に組み込むことで、大きな経済的利益

と即時的な雇用機会を創出することができる（Cook and Taylor 2020）。例えば、マングローブを保護、回復

することで、世界全体で沿岸部の洪水による損失が年間800億ドル回避され、さらに漁業、林業、レクリエー

ションなどに関連した非市場的な利益が年間400〜500億ドル得られる（Global Commission on 
Adaptation 2019）。 

 

炭素とその他のベネフィットの大きさと要素は、NBSの種類によって異なる。気候変動緩和に向けた短期的

な最優先課題は、熱帯林、泥炭地、マングローブの保全である。熱帯林は温帯林よりも多くの炭素を蓄積し

ており、泥炭地やマングローブは陸上の森林よりも最大で5倍の炭素を蓄積している（Donato et al. 2011; 
Pan et al. 2011）。他の場所に木を植えても、森林や湿地の転換に伴う排出や生物多様性、生態系サービス

の損失を補うことはできないため、これらのかけがえのない生態系は緊急に保護する必要がある。 

NBSに伴うリスクは、活動の種類によって異なる。不適切に設計された植林や再植林事業は、農地や牧草

地になり得る土地を森林に変え、結果として食料価格を上昇させることで、食料安全保障を危険にさらすこと

になる。非在来種、単一樹種や作物、バイオ燃料原料の栽培は、炭素固定によるベネフィットをそれほど提

供しない上に、生物多様性や気候変動への耐性を低下させてしまう恐れがある（IPCC 2019）。表1は、さまざ

重要なポイント：NBSは、炭素貯留だけでなく、気候の安定化、SDGs、経済復興に大きな利益をもたらす。 

Box 1: NBSの炭素以外の価値を評価することの重要性  
排出削減と吸収のためのNBSが意味あるコベネフィットをもたらすことは広く理解されている。しかし、特

にカーボンクレジットの観点からは、そのコベネフィットを定量化し収益化することは難しいことが明らかに

なっている。CO2換算できない価値を統合することは、アカウンティング上、あるいはコンプライアンス市場

において、NBS以外のカーボンクレジットと代替できないことを意味する。それにもかかわらず、自主的市

場では、NBSクレジットにプレミアム価格が付けられているという実態がある。 
NBSクレジットの価格は、2019年に約30％上昇したが、これは先住民の支援、雇用創出、生物多様性

保全の強化などのコベネフィットをもたらすクレジットに対する需要と評価が高まったことによるものである

(a)。カーボンクレジット・プログラムでは、水、健康、ジェンダー平等などのSDGsに関連する成果について、

プロジェクトの影響を定量的に評価し証明する基準の開発を始めているが、これらの基準はまだ一般的に

は使用されていない(b)。 
 
出典： (a) Ecosystem Marketplace 2020; (b) Gold Standard n.d.; Verra n.d. 
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まな種類のNBSが、それぞれ異なる地球規模での温暖化防止の可能性、適応や生物多様性、食料安全保

障に対するベネフィットを提供することを例示している。 

 

多くの企業が、炭素の除去のみに焦点を当てて、NBSを企業の緩和戦略に組み込んでいるが、壊滅的な

気候変動を回避するためには、生態系の保護（排出削減）と回復（除去）の両方が必要である。エネルギー・

産業セクターの企業が、現在の化石燃料の排出量を削減し、将来の排出量を削減するために低炭素技術

への投資を含む行動のポートフォリオを追求することが重要であるのと同様に、土地セクターに関連する企業

は、現在の排出を削減し、将来の除去につながる生態系の回復に投資する必要がある。森林やその他の炭

素密度の高い生態系を他の用途に転換することは、そこに貯蓄されていた炭素を一気に大気中に放出する

ことになる。そのため、このような巨大なパルス状の排出を短期的に回避することは、数十年かけて徐々に炭

素を大気中から吸収する植林よりも大きな気候緩和効果がある。1ヘクタールの成熟した森林の消失を防ぐ

ことで約100トンのCO2排出を回避できるのに対し、熱帯域で同面積の再植林をした場合では、平均して１年

間にその3％の量しか吸収できない。つまり、ある年に、森林伐採を回避した場合と同じ緩和効果を得るため

には、その30倍の面積の土地が植林のために必要となる（IPCC 2018）。 

 

 

4. なぜ、オフセットとしてのNBSの使用にさらなるガイダンスが必要なのか？ 

企業の緩和戦略にNBSを含めることは、自然保護と回復に必要な資金を提供することにつながる。しかし、

自主的な排出削減目標の適切な期間、対象となる活動の範囲やGHG、オフセットの役割を含め、目標達成

のための緩和アプローチの定義には課題が残っている（SBTi 2019）。NBSのオフセットとしての適切な使用に

重要なポイント：企業のNBS投資のポートフォリオには、緊急に対応が必要な短期的な排出削減と、長期

的にベネフィットをもたらす吸収への投資の両方を含める必要がある。 
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ついては、セクション5で述べるが、セクターによって異なる可能性がある。同時に、セクション8で示すように、

コンプライアンス市場へのNBSの組み込みはまだ始まったばかりであり、公式なNBSクレジットを管理するルー

ルはまだ確立されていない。このセクションでは、明確なガイダンスやコンセンサスがまだ得られていない主な

分野を紹介する。 

ルールが確立していない第一の分野は、自社のバリューチェーンに含まれている土地からの排出と除去を

企業がどのように計上すべきか、という点である。GHGプロトコル（Box 2参照）は、GHG排出量の測定と管理

に関する会計・報告基準の信頼できる情報源として広く認知されている。しかし、土地セクターからの排出量

を計上する方法に関するガイダンスは開発中である。このようなガイダンスは、農業と結びついたサプライ

チェーンを持つ食品・飲料業界などの企業にとって特に必要なものである。 

企業の中には、気候変動緩和戦略の一環として、炭素除去を生み出す植林などのNBSを含む「インセット」

を行っているところもある。「インセット」という言葉に画一的な定義はないが、企業のスコープ3の排出境界内

での排出削減または除去を意味していることが多い（WWF 2019）。インセット・プロジェクトは特に定量化が難

しく、二重計上を回避するために、そのような排出の影響を他の企業の排出量計上に含まれてしまうことを避

けなければならない。インセットの定義を標準化し、明確な会計方法を開発するためには、さらなる検討が必

要である。 

ガイダンスが必要な第二の分野は、企業が自らの化石燃料使用からの排出量をどの程度削減すれば、オ

フセットとして炭素クレジットを購入し、残りの排出量を補償する「資格」を得ることができるのか、という社会の

期待に関するものである。セクション1で述べたように、パリ協定の目標を達成するためには、あるセクターの排

出削減量を他のセクターの排出削減量で代替する余地がないことは科学的に明確である。現在のところ、壊

滅的な気候変動を回避するために、各経済セクターが分担すべき削減量を達成できそうなセクターは存在し

ない。一方で、すべてのセクターで削減が必要であることを認識した上で、削減技術の利用可能性とコストを

考慮した場合、企業にどのくらいの期間でバリューチェーンの脱炭素化を期待すべきか、という疑問が残る。

この疑問に対する一つの答えが、Box 3で紹介している「科学的根拠に基づく目標イニシアティブ（Science-
Based Targets initiative（SBTi））」である。 

Box 2: GHGプロトコルは、排出量を測定・管理するための基準とガイダンスを提供している  
GHGプロトコルは、世界資源研究所（WRI）と持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）の

パートナーシップである。GHGプロトコルは、企業や政府に対して、アカウンティングと報告の基準、セク

ター別ガイダンス、計算ツール、トレーニングなどを提供している。基準には、民間および公共セクターの

オペレーションやバリューチェーン、製品、都市、政策からの排出量を測定・管理するためのツールが含

まれている。GHGプロトコルでは、企業がGHGインベントリの境界の内外で、土地利用、土地利用の変化、

炭素吸収・貯留などをどのように計上すべきか、新しい基準とガイダンスの開発を進めている。このガイダ

ンスは、2021年末までに発行される予定である。 
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しかし、排出を削減しネット・ゼロを達成するための制約や機会は、セクターによって異なる。航空や海運な

どの一部の産業は、化石燃料ベースの既存の技術を代替する投資可能な低炭素技術が比較的限られてい

るため、急速な脱炭素化が困難な状況にある。このような低炭素技術をより迅速に商業化、拡大するために

は、より強力な政策的インセンティブと多額の投資が必要となる。電化によってより容易に排出削減が実現で

きるとみなされている軽量車両でさえ、実際に排出削減を達成するためには大きな変革が必要であり、年月

を要する。これは、車両などの既存の資本ストックの回転率や、充電ステーションなどの必要なインフラ整備

に時間がかかるためである。それまでの間に、NBSクレジットを購入して残りの排出量の一部または全部を補

償することは、すべてのセクターでの排出削減を達成する戦略の一部となり得る。SBTiは、セクター間の差別

化の必要性を認識し、セクター別ガイダンスの発行を開始している。現在、電力を含むいくつかのセクターの

ガイダンスが公開されているが、運輸や石油・ガスを含むその他のセクターのガイダンスは、まだ開発段階で

ある。 

さらなるガイダンスが必要な第三の分野は、ネット・ゼロ目標と戦略に関するものである。SBTiは最近、企業

のネット・ゼロ目標が、ネット・ゼロ経済への移行に必要な変革と合致していることを保証するための一連の指

針を発表した（SBTi 2020a）。SBTiの最初のガイダンスでは、企業が気候中立を求めたり主張したりする際に

使用できる五つの仮説的アプローチの評価を行っている（SBTi 2020a）。それぞれの戦略では、ネット・ゼロ達

成のために、異なる組み合わせで排出削減、補償、中立化を盛り込んでいる。排出削減には、企業の事業

活動やそのバリューチェーン内で排出されるGHGを削減する対策が含まれる。補償手段には、企業のバ

リューチェーンの外で行われる活動への投資の結果としてのGHG排出量削減が含まれる。中立化対策には、

企業の排出量を中立化するためのGHGの吸収・除去と永久的な貯留が含まれる。SBTiが推奨する「気候ポ

ジティブな」戦略が、図3に示されている。この戦略には、オフセットを排出削減の代替行為とすることは認めら

れていないが、削減困難な「残ってしまう」排出量を補償または中立化するためには使用することができる。 

しかし、特に指針がまだない分野の企業にとっては、パリ協定に準拠した排出量削減の軌跡が実際にどの

ような形になるのか不透明である。つまり、この軌跡上の各時点で、補償または中立化に向けて正当な方法

Box 3:科学的根拠に基づく目標イニシアティブ（SBTi） 
科学的根拠に基づく目標イニシアティブ（SBTi）は、企業が気候科学に基づいたGHG排出量削減目標

を設定することを支援している。SBTiは、CDP(a)、国連グローバル・コンパクト、世界資源研究所、世界自

然保護基金の協力により運営されている。このイニシアティブは、科学的根拠に基づく目標設定の優良

事例を定義した上で推奨し、導入の障壁を減らすためのリソースやガイダンスを提供し、企業の目標を独

立的に審査、承認している。 
「科学的根拠に基づく（Science-Based）」目標とは、パリ協定の気温目標の達成に必要とされる排出削

減をもたらすものであり、SBTiのデフォルト排出削減経路では、企業は2℃目標に見合うためには平均

2.5％、1.5℃目標では平均4.2％の割合で年間排出量を削減することになる。2020年末までに、1,100社

以上の企業が科学的根拠に基づく気候変動対策を行うことを誓約し、そのうち半数の企業の目標が承認

されている。 
注：（a）旧Carbon Disclosure Projectのこと。 
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で削減できない排出量をオフセットしようとした場合、その前に絶対量として一体どれだけの排出削減を求め

られているのか？また、ネット・ゼロを達成するために削減できない排出量の一部または全部をオフセットする

ことについて、どのような主張を展開できるのか？さらには、削減できない排出量の補償（自然からの排出削

減を含む）を初期段階では重視していても、最終的には中立化（自然による炭素除去を含む）に移行しなけ

ればならないことは明らかであるが、その移行の適切な速度や、それが企業によってどのように異なるのかは

明らかではない。 

 

さらなるガイダンスが必要な第四の問題は、NBSの自主的なオフセットとしての使用を、新たに出現する国内

および国際的なコンプライアンス市場とどのように関係づけるべきかである。現在および将来において、企業

がNBSをオフセットとして使用するかどうかは、少なくとも四つの異なる状況によって決まる。NBSクレジットが自

主的に購入されるのか、コンプライアンス義務を果たすために購入されるのか、そして、クレジットの所有権が

海外に移転されるのかによって定まる四つの異なる状況である。表2は、これらの状況を示したもので、四つの

象限のそれぞれの活動がどのように関連するべきかについては、依然として議論の余地がある。 

 

例えば、国を超えたクレジットの二重計上を避けるためのアプローチは、企業の主張を裏付けるための自主

的な購入にも適用されるべきなのだろうか？パリ協定第6条では、各国が自国の排出削減目標を達成するた

めに国際協力を行うことを認めており、UNFCCCの交渉では、クレジットがある国から別の国に移転される際に、

国レベルの排出量算定において「相当調整 (corresponding adjustments)」を行うことを要求するガイダンス

が作成された 。しかし、第6条の実施規則に関する交渉はまだ完了しておらず、相当調整が企業の自主的な

コミットメントの達成とそれに関連する主張を行う上で必要となるのかどうかについて合意はなされていない。ま

た、このような算定上の調整を行うための制度的インフラは、ほとんどの国で未整備である。パリ協定が発効し、

重要なポイント：事前にどの程度の削減を実施すれば、削減困難な「残ってしまう」排出量を補償するた

めにオフセットの活用を正当化できるのかについて、企業に対する明確なガイダンスはまだ存在しない。 
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排出の多くが遵守義務の対象となるようになると、企業レベルと国レベルの排出量算定の相互関係を明確に

する必要が生じるだろう（EDF 2020a）。 

さらに、プロジェクトレベルのREDD+（森林減少および森林劣化からの排出量削減）クレジットの将来性につ

いても不確実性が生じている。企業が国際的な森林炭素クレジットを購入する場合、これまではプロジェクト単

位でクレジットが発行されてきたが、国際民間航空機関の国際航空のためのカーボンオフセットおよび削減ス

キーム（ICAO CORSIA） などのコンプライアンス市場では、UNFCCCの下で合意されたREDD+の枠組に従っ

て、国や州・県などの管轄(jurisdictional)レベルでクレジット化しオフセットするための適格性基準を設け始め

ている（Box 5参照）。また、コロンビアのように国内のコンプライアンス市場（Box 4参照）を有している場合、国

内コンプライアンス市場のプロジェクトレベルのクレジットが、国際市場における管轄レベルのクレジットとどのよ

うに関連するのかという疑問も残る。 

 

 

5. NBS活用のポテンシャルはセクター間でどのように異なるのか？ 

現在までに、表A1に示したように、企業はオフセットとして、NBSを様々な方法で緩和戦略に組み込んでい

る。これらの違いは、企業のスコープ1、2、3の排出における削減オプションの利用可能性や、他の企業目的

（土地利用変化に関連する気候変動やその他リスクの管理など）との相乗効果のポテンシャルなど、セクター

によって異なる要因を反映していると考えられる。また、同じセクターであっても、各企業が設定する目標の種

類や、どのような主張を追求するか（特定の活動や特定の地域で得られるNBSクレジットに関連したブランディ

ングの機会など）によっても違いが生じる。以下では、セクターによってNBSオフセットの活用方法が異なる要

因をいくつか紹介する。 

重要なポイント：NBSクレジットの自主的市場とコンプライアンス市場の交錯、特に国際移転に関連する重

要な問題はまだ解決されていない。 
 

Box 4: コロンビア、緩和プロジェクトへの融資による炭素税のオフセットを容認 
2018年7月、コロンビアは、国内排出量取引制度を設立し、企業が排出するCO21トンにつき5米ドルの

税金を課すという気候変動法案を可決した。炭素税による収入は、持続可能なコロンビア基金

（Sustainable Colombia Fund）を通じて、環境保護活動のための安定した資金源とすることになってい

る。さらにコロンビアでは、オフセットによって納税義務を果たすことが許されており、それが企業がカーボン

オフセット活動に参加するインセンティブとなっている(a)。懸念されるのは、オフセットがCO21トン当たり5ド

ル以下で利用できる場合、税金の排出削減を促すインセンティブが弱まってしまうことである。さらに、国

内スキームにおけるプロジェクトレベルのアカウンティングと、国際的なREDD+取引への参加に必要な環

境十全性や管轄スケールのアカウンティングを整合させるという課題もある。 
注：(a) Monge 2018. 
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NBSのオフセット活用に影響を与える第一の要因は、企業が削減困難な排出に対処すべき深刻さの度合

いである。削減や中立化のための新技術開発や規模拡大への投資成果を待つ間、そのような排出削減は

NBSを含む補償活動に大きく依存することになるだろう。「削減困難な排出」の定義は、技術の進歩やコスト

低下に伴って変化するため、この定義は削減ペースの野心向上のために定期的に再評価する必要がある。 

「ミッションポッシブル (Mission Possible)」という報告書では、排出削減が困難なセクターとして、セメント、

鉄鋼、プラスチック、化学、大型道路輸送、海運、航空などを挙げている（ETC 2018） 。多くの議論では、石

油・ガス関連セクターは脱炭素化が困難と想定されているが、排出削減が困難かどうかを判別するには、化

石燃料製品の最終用途を区別して考えることが重要である。小型道路輸送、航空、海運、鉄道などの石油・

ガスを使用するサブセクターは、ネット・ゼロへの道筋において、それぞれ異なる短期、中期、長期の行動が

必要になる（EDF 2020b）。また、削減が容易なセクターにおいても、短期的には削減が困難な排出が存在

する。例えば、サービス業の企業では直接的なカーボンフットプリントは比較的小さいが、従業員が仕事で多く

移動するような場合、ネット・ゼロを達成するためには、移動に伴う排出量を補填するか中立化する必要があ

る。 

Box 5: REDD+の管轄アプローチは、主要な懸念事項を軽減できる 
UNFCCCの下で交渉されているREDD+の枠組では、森林関連の排出削減と吸収のための活動実施、

資金提供、アカウンティングは、国レベルや、州・県などの管轄レベルで行われると定義されている。しか

し、二国間・多国間援助機関によって森林による排出削減の成果に対する支払いを受けている国や地

域はいくつかあるものの、自主的炭素市場におけるNBSの取引は、現在のところプロジェクトレベルのクレ

ジットのみで構成されている。国際的な取引のための管轄レベルのクレジットに、プロジェクトレベルの

REDD+活動をどのように統合するかということが、未解決の重要な問題となっている。 
多くのプロジェクトレベルのREDD+活動は、地域の森林保護と生計向上を促進する効果があるものの、

達成した排出削減量を過大に見積もるようなベースライン設定をすることがあるという特徴がある(a)。問

題のあるプロジェクトは、森林減少からの排出量を削減する効果のない戦略である上に、先住民族や地

域コミュニティに悪影響を及ぼす危険性があると、活動家たちがREDD+を非難する原因となっている。こ

のような反対によって、国際的なREDD+クレジットは、カリフォルニア州のキャップ・アンド・トレード・プログラ

ム（b）のようなコンプライアンス制度からは、完全に除外されてしまっている。 
森林減少を引き起こす根本的な原因となっている政策や制度の失敗に対して、プロジェクトレベルの介

入がどの程度効果的に働くかについては疑問が残る。森林減少を食い止め、回復させるためには、通

常、法執行の強化や先住民の領有権の承認など、政府の行動を必要とする。管轄レベルでのクレジット

発行は、適切なレベルの監督当局にインセンティブを集中させることができる。管轄レベルのアプローチ

は、追加性、リーケッジ、反転（永続性）などに関連する供給側のリスクを軽減することもできる。 
企業は、高品質で管轄レベルのREDD+クレジットに対して、明確な需要シグナルを送ることで、短期的

な政府の行動を促すことができる。 
注：(a) 例えば、West et al. 2020を参照。(b) Leuders et al. 2014。 
出典：Seymour 2020b. 
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NBSの利用に影響を与える第二の要因は、他の企業目的との相乗効果の可能性、特に気候関連の物理

的リスクやその他の土地利用変化に関連するリスクの管理との関係である。農業、林業、その他の土地利用

活動に依存している企業がその例である。このような企業は、増加する人口を養うために生産量を増やし、気

候変動へのレジリエンスを高めながらも、土地利用関連の活動からの排出量（現在、世界のGHG排出量のほ

ぼ4分の1を占める）を削減するという三つの課題に直面している（Searchinger et al. 2019）。多くの企業がす

でに、サプライチェーンから森林破壊を排除することを誓約している（NYDF Assessment Partners 2019）。 

改良型アグロフォレストリーやシルボパストラルシステムなどの活動は、自然の炭素貯留を農地利用に組み

込み、土地の生産性を向上させると同時に、気候変動の緩和と適応の効果をもたらす（Searchinger and 
Ranganathan 2020）。SBTiは、GHGプロトコルと協力して、土地利用からの排出がある企業が、サプライ

チェーン内での炭素貯留活動を計上するための新しいガイダンスを作成している。このガイダンスは、具体的

には、企業がサプライチェーンのレジリエンス（回復力）を高めつつ、スコープ3排出を削減するための行動の

優先順位を決めるのに役立つだろう。しかし、結果として得られる排出削減量は、企業のバリューチェーン内

で発生するため、オフセットとして使用することはできない。 

より一般的には、NBSへの投資が気候関連の物理的リスクや土地利用変化に関連するその他のリスクの

管理と関連していることが、金融セクターの興味の対象になっている。金融機関そのものは排出を引き起こし

てはいないが、世界的なGHGの排出に貢献し、さまざまな程度の物理的リスクを抱える企業からなる数兆ド

ル規模の資産を保有している。このような金融機関は、気候変動リスクを投資判断に組み込み、ポートフォリ

オの脱炭素化に取り組み始めている。例えば、33の機関投資家が、国連が招集した「Net-Zero Asset 
Owner Alliance」に参加している（UNEPFI n.d.）。 

いくつかのイニシアティブは、金融セクターに対して関連するガイダンスを提供しており、金融機関が企業に

求めるリスク開示に影響を与えている。例えば、SBTiは、金融セクター向けのフレームワークを開発している。

このフレームワークでは、資金フローとGHG削減排出量を結びつけることに焦点を当て、物理的リスク評価、

目標設定、情報開示に関するガイダンスを提供する（SBTi 2020a）。気候関連財務情報開示タスクフォース

は、気候変動が事業活動にもたらすリスクを企業が報告することを支援するための提言を行っている(TCFD 
n.d.)。さらに、企業が、自然がもたらす利益と自然を破壊することに伴うリスクを適切に評価するために、「自

然関連財務情報開示タスクフォース」が2020年7月に発足し、金融セクターが自然や生物多様性に関連す

るリスクと影響を報告することを支援している（TNFD n.d.）。手つかずの生態系における生物多様性の価値は

高いことから（Watson et al. 2018）、このようなガイダンスにより、NBSによる中立化（例：植林へファイナンス）

ではなく、NBSによる補償（例：森林保全へのファイナンス）に対する注目が高まることが期待できる。 

 

 

 

重要なポイント：NBSオフセットの適切な使用方法は、セクターによって、また時間の経過とともに異なる。 
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6. NBSをオフセットとして使用する際の懸念事項 

企業の緩和戦略でオフセットを使用することには、二つの懸念がある。第一の懸念は、企業が、目標の達

成に必要なバリューチェーン内の排出を削減するための低コストな代替手段としてオフセットを使用したり、低

炭素の代替手段に投資したりすることである。このような行為によって、将来の削減が遅れてしまうことになる。

また、このような行為は、オフセットが利用できなかった場合と比較して、企業レベルでのネット排出量を増加

させ、ネット・ゼロ・エミッションに向けた社会の進展を遅らせることになる。「需要側の環境十全性」をどのよう

に確保するか、つまり、オフセットの使用が気候変動対策を弱めるのではなく、強化することを保証することが

重要な課題である。第二の懸念は、オフセットに使用される炭素クレジットが、実質的な大気中への排出の削

減を保証するのに十分な質を伴っているのか、ということである。この「供給側の環境十全性」を確保するため

には、追加性、リーケッジ、永続性、二重計上などの問題に対処することが必要である。 

持続可能な社会への公正な移行を実現するためには、オフセットの環境十全性を確保することに加えて、

供給側と需要側の両方で社会十全性に関する重要な問題を考慮する必要がある。気候変動はしばしば不

平等を悪化させ、脆弱な人々が不健康な空気、安全でない水、劣化した生態系に対処させられることになる。

気候変動緩和の取り組みが、意図しない悪影響を地域のコミュニティにもたらすこともある。したがって、企業

がNBSを含むオフセットを購入する際には、社会十全性を考慮することが不可欠である。 

 

表B1（付録Bに掲載）に示されているように、環境・社会的十全性に関連する懸念は、いずれもNBSオフ

セットに特有のものではない。需要側の環境十全性の問題は、企業が自社の排出削減のための十分な努力

を行わなければ、どのような供給源からのオフセット使用でも生じる可能性がある。また、産業による排出削

減に基づくオフセットでも、供給側の環境十全性の問題や社会的十全性の懸念を引き起こす可能性がある。

管轄スケールのREDD+プログラムを再生可能エネルギープロジェクトと比較することは難しいが、どちらもリー

ケッジ、永続性、追加性、不確実性に関するリスクを伴う。例えば、森林は、火災や暴風雨などの自然撹乱

によって反転（吸収した炭素が排出されること）の可能性があるのと同様に、風力や水力の発電タービンは風

のパターンや干ばつなどの気象の変動によって休止する可能性がある（Espejo et al. 2020）。それにもかか

わらず、NBSオフセットは、気候変動の野心を達成するための手段としては、特にリスクが高い、あるいは効果

がないと思われがちである。 

セクション7で述べるように、このようなリスクを管理するための戦略が用意されている。需要側のリスクをど

のように管理するかについてはまだ多くの問題が残っているが、NBSクレジットの供給側のリスクを管理するた

めのアプローチは十分に進んでいる。 

NBSをオフセットとして利用する際に特に問題となるのは、土地利用の競合である。世界人口の増加に伴

い食料や繊維の需要が拡大し、土地をめぐる競合が激化している。その結果、炭素を貯留するために使用す

る土地が、他の土地利用とのトレードオフを引き起こすリスクが高まっている。アグロフォレストリーや劣化した

重要なポイント：責任あるオフセットを行うためには、需要側と供給側の両方で環境と社会の十全性に配

慮する必要がある。 
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森林と湿地の保護・回復などのNBSは、本来の土地利用を維持しながら炭素貯留量を増加させるため、この

ようなトレードオフを最小限に抑えることができる。「The World Resources Report: Creating a Sustainable 
Food Future」では、排出量を削減し、土地に対する圧力を緩和するための五つの「メニュー」が示されており、

それにはNBSも含まれている（Searchinger et al.2019）。 

 

 

7. NBSのオフセット使用には、どのようなリスク管理措置が必要か？ 

企業の気候変動緩和戦略におけるオフセットとしてのNBSの環境・社会的十全性を確保するためには、企

業はNBSクレジットの購入に関するリスクに対処しなければならない。上述したように、管理すべき第一のリス

クは、オフセットの使用が、現在の排出量の削減や新技術への投資の代替手段ではなく、あくまで補完的なも

のであることを保証する必要性に関するものである。企業が、現在実行可能な化石燃料からの排出削減を

回避または遅らせるためにオフセットを使用しているとみなされた場合、そのオフセットの使用は不適切とみな

され、その企業の気候変動対策の信頼性が損なわれることになる。表3は、需要サイドのリスクを管理するた

めのアプローチをまとめたものである。 

 

重要なポイント：NBSによるオフセットは、他の分野のオフセットに比べて、本質的にリスクが高いと誤解さ

れがちである。 
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管理すべき第二のリスクは、オフセットに使用するNBSクレジットの品質確保に関するものである。化石燃料

からの排出を補填するためには、その根本である排出削減や吸収が高品質であり、意図しない損害を引き起

こさないものである必要がある。そのためには、リーケッジ、非永続性、計測における不確実性、二重計上など

のリスクを管理するための透明性の高い方法や、社会的セーフガードの実施などのアプローチがある。 

このような懸念を軽減するための原則と行動やNBSクレジットの十全性を検証するためのシステムは、

UNFCCCでのREDD+関連の交渉、ICAO CORSIAなどのコンプライアンス・レジーム、さまざまな公共部門の

プログラムの設計（Forest Carbon Partnership Facilityの Carbon Fund methodological framework など）、

自主的なイニシアティブ（The Architecture for REDD+ Transactions の The REDD+ Environmental 
Excellence Standard  など）を通じて、すでに十分に進められている。しかし、このような基準は、経験に照ら

して、また利用可能なデータや手法の改善に伴って、定期的な更新が必要である。表4は、購入したNBSクレ

ジットが高品質であることを保証するための供給側のリスクとリスク管理のアプローチを示している。企業は、ク

レジット供給者がこのようなアプローチを統合した基準に従っていることを検証する堅固なシステムを備えてい

るプログラムによって認証されたNBSクレジットを購入すべきである。Box 5に示したように、多くの供給側のリス

クは、プロジェクトベースのクレジット発行から管轄スケールのクレジット発行、最終的には国家スケールのクレ

ジット発行へと迅速に移行することで対処できる。 

 

 

重要なポイント：企業は、高品質な基準を備えたプログラムによって認証されたクレジットのみを購入する

ことで、NBSオフセットの十全性を確保することができる。 
 

重要なポイント：企業は、NBSをオフセットとして使用することが自社の排出量削減の代替手段ではないこ

とを示すために、さまざまな手段を講じることができる。 
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8. NBSのオフセット使用に関する議論の現状 

現在までのところ、NBSへの投資は少なく、主に公共部門からの投資となっている。しかし、排出削減・吸

収のためのNBSクレジットがコンプライアンス市場に含まれるようになれば、民間セクターから年間数千億ドル

を生み出すことができる（Vivid Economics 2020）。しかし、現在、NBSをオフセットとして認めるコンプライアン

ス制度はほとんどない。カリフォルニア州のキャップ・アンド・トレードプログラムでは、コンプライアンス義務に対

して、国内NBSオフセットを使用する上限割合が設定されている。また、当局は熱帯林基準(Tropical Forest 
Standard)を用いた国際的なNBSオフセットの採用も検討している。ICAOは最近、二つの管轄スケールのプロ

ジェクトから発行されるREDD+クレジットを、CORSIAの排出ユニット適格性基準（Emissions Unit Eligibility 
Criteria）を満たしているとして承認した。UNFCCCでは、パリ協定の第6条の実施に関する議論が進行中であ

る。この条文は、国際的に移転可能な緩和成果の使用を含む、気候目標を達成するための協力的アプロー

チの枠組みを提供するものである（Kizzier et al. 2019）。 

多くの国では、コンプライアンス市場や炭素価格制度が存在するか、開発中の状況にある。2019年の時点

で、31の排出権取引制度と30の炭素税が存在し、世界のGHG排出量の約22％をカバーしている（World 
Bank 2020）。さらに、世界のGHG排出量の55％に相当する96カ国が、国が決定する貢献（NDC）を通じて

パリ協定のコミットメントを達成するためのツールとして、カーボンプライシングの利用を計画または検討してい

ることを表明している（図4参照）。いくつかの国家プログラムでは、気候目標を達成するための手段として、

NBSオフセットを取り入れている。Box 4では、コロンビアがどのようにNBSのインセンティブを国内の炭素取引と

課税政策に組み込んだかを説明している。 
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オフセット関連取引のほとんどは、自主的カーボン市場の領域にとどまっている。自主的オフセットの累積

市場は13億トン、金額では2019年には55億ドルを超え、2010年以来の高水準の取引量となった。2019年の

取引量は再生可能エネルギープロジェクトが最も多かったが、林業と土地利用のプロジェクトは価格が3倍高く、

再生可能エネルギーの6,000万ドルに対し、1億5,900万ドルの取引が行われた（Ecosystem Marketplace 
2020）。 

オフセットの使用に基づく自主的な主張に適用される基準や規範は、将来の遵守義務を果たす上でのオ

フセットの役割を規定する規則に影響を与える可能性が高いが、このような移行に関連する多くの疑問が解

決されていない。例えば、自主的なプロジェクト規模のクレジットの認証基準では、現在のところ、NDCのアカウ

ンティングにおける調整に対応することへの保証は求められていないため、クレジットが国際移転され、他国の

インベントリに計上された場合には二重計上のリスクが生じる。関連のある懸念としては、企業が自主的クレ

ジットをコンプライアンス・システムで、コンプライアンス制度の野心を削ぐような方法で使用することを支持す

ることである。 

供給側の未解決の重要な問題は、国際取引のための管轄スケールのNBSによる排出削減・吸収クレジッ

ト（Box 5で説明）が、プロジェクトスケールの投資とパフォーマンスに対するインセンティブをどのように提供で

きるかである。各国は、既存のプロジェクトとそのベースラインを、国や地方レベルの管轄スケールのアカウン

ティングと「入れ子」にする（ネスティング）必要がある（Lee et al. 2018）。 

 

前述したSBTiのような進行中の取り組みに加えて、企業のネット・ゼロ・コミットメントや炭素市場への参加を

導くために、多くのグループが結成されている。表5では、そのようなイニシアティブのうち4例を紹介している。 

 

重要なポイント：自主的市場からコンプライアンス市場への移行期におけるNBSクレジットに関する多くの

重要な問題は未解決のままである。 
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9. 今、企業は何ができるのか？ 

NBSをオフセットとして使用することで、企業は現在の排出量を相殺しながら、自社の脱炭素戦略への投

資や新しい低炭素技術の開発を継続することができる（短期的かつ期間限定のオプション）。企業は短期的

な補償と長期的な中立化に向けて投資することで、排出削減目標の未達成という事態を避け、社会的目標

である「ネット・ゼロ」への進展を加速することができる。 

重要なポイント：現在、全般的な気候緩和戦略や、NBSのオフセット使用に特化して、企業を支援する

ための多くのイニシアティブやプロセスが進行中である。 
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このような補償や中立化を成功させるためには、NBSクレジットの環境・社会的十全性を確保するためのリ

スク対処と適切な管理を実施しなければならない。本稿では、重要な検討事項について、需要側と供給側双

方について示した。需要側では、企業の野心的な気候変動戦略を確保する必要があり、供給側では、排出

削減・吸収が本物で悪影響を及ぼしていないことを補償する必要がある。自主的カーボン市場では、プロジェ

クト規模のNBSオフセットを購入するための基準や規範が策定されているが、パリ協定に準じた新世代の主張

（REDD+の管轄スケールのクレジットを含む）や、ネット・ゼロへの移行、コンプライアンス市場でのオフセットの

使用に現在の慣行を適応させるための取り組みはまだ現在進行中の段階である。 

一方で、NBSオフセットの活用を模索している企業は、高いレベルの十全性を確保するルールを推進する

必要があり、そうでなければ、NBSオフセットの信頼性と正当性が損なわれるリスクが生じる。国際炭素市場に

おける高い野心と十全性のためのサンノゼ原則（The San Jose Principles for High Ambition and Integrity 
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in International Carbon Markets）」は、堅固な炭素市場の設立を提唱することに関心のある企業アクター

の参考になるだろう（Ortiz 2019）。 

このような不確実性の高い現在の状況にあっても、企業の緩和戦略の一環としてNBSオフセットを含めるこ

とを検討する際に、企業が今すぐに実行できるアクションがある。表6は、企業ができる「後悔しない」行動と、

慎重に取り組むべき行動の種類を示している。 

気候変動に対処するためには、すべてのセクターで早急に脱炭素化を図る必要がある。積極的な削減目

標とNBSへの投資（自然に関連する排出削減と補償・中立化に使用することができる吸収への投資）を組み

合わせることで、企業は気候変動対策の「両輪」への貢献を担うことができる。ネット・ゼロ社会への移行に合

致するための企業の野心への期待は急速に高まっており、第6条に関する交渉がまとまり、各国が強化され

たNDCを提出すると予想される2021年後半のUNFCCC第26回締約国会議（COP26）に向けて、期待がさら

に加速することは間違いない。企業は、それまでの間、自社の排出量を削減するための野心的な戦略の実

施、高品質なNBSによる排出削減に対する需要があることの発信、自主的市場やコンプライアンス市場にお

けるNBSオフセットの取引を管理するための堅固な基準や規範を提唱することで貢献することができる。 

 

 
  

重要なポイント：企業は、積極的な削減戦略の実施に加えて、高品質なNBSクレジットを求めていることを

発信するとともに、炭素市場を管理する堅固な基準や規範を提唱することができる。 
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用語集と主要な略語の説明 

abatement＜削減＞：企業の事業活動およびそのバリューチェーンに関連する排出源を削減または排除す

ることにより、GHGの大気中への放出を防止する措置。 
additionality＜追加性＞：市場ベースのメカニズムが存在しない場合に発生したであろう排出削減の参照シ

ナリオと比較して、排出削減および吸収が追加的であるべきという考え方(Levin et al. 2019)。 
afforestation＜新規植林＞：歴史的に（少なくとも50年以上）森林が存在しなかった土地を森林に転換する

こと（IPCC 2019）。 
bioenergy with carbon capture and storage (BECCS) ＜炭素回収・貯留付きバイオマスエネルギー＞: バ

イオマスをエネルギーとして利用し、それに伴って排出される炭素が大気中に放出される前に回

収し、回収した炭素を地下や長寿命の製品に貯蔵するプロセス(Mulligan et al. 2020)。 
carbon credit＜炭素クレジット＞：炭素クレジットプログラムによって発行される、GHGの排出削減または吸

収を示す排出単位。炭素クレジットは、電子登録によってシリアル番号が付与され、発行、追跡、

償却される(WWF-US et al. 2020)。 
Carbon Offsetting and Reduction Scheme for International Aviation (CORSIA) ＜国際航空のための

カーボンオフセットおよび削減スキーム＞: ICAO（下記参照）が開発したCORSIAは、UNFCCCに

基づく各国の排出量算定の対象となっていない、世界の国際航空業界のためのコンプライアン

ス・レジームである。 
climate positive＜気候ポジティブ＞: 企業が自社の気候戦略の完全性を確保しつつ、より広範な社会・環

境アジェンダに貢献するアプローチ（SBTi 2020a）。 
compensation＜補償＞:バリューチェーン内で削減されずに残る排出量を、企業のバリューチェーン外にお

ける行動によって得られる測定可能な気候緩和成果で補うこと（Ekstrom et al. 2015）。 
direct air capture＜二酸化炭素直接回収技術＞: 大気中のCO2を化学的に除去し、その後、地下や長寿

命の製品に貯蔵するプロセス（Mulligan et al.2020）。 
double counting＜二重計上＞:コンプライアンス・レジームにおいて、またはコンプライアンス・レジーム間で、

同じ緩和成果が2回以上計上されること。 
greenhouse gas (GHG) ＜温室効果ガス＞: 赤外線を吸収、再放出することによって地球の大気中に赤外

線を閉じ込める気体。CO2、メタン、水蒸気、亜酸化窒素、オゾンなど。 
Greenhouse Gas (GHG) Protocol＜GHGプロトコル＞: 企業や政府が気候変動に伴う排出量を測定・管理

するための基準、ガイダンス、ツール、トレーニングを提供している。 
International Civil Aviation Organization (ICAO)＜国際民間航空機関＞: 国際的な航空旅行の管理・統

制を行う国連の専門機関。 
IPCC Special Report, Climate Change and Land＜IPCC特別報告書「気候変動と土地」＞: 気候変動、砂

漠化、土地劣化、持続可能な土地管理、食料安全保障、陸域生態系におけるGHGフラックスに

関する特別報告書(IPCC 2019)。 
IPCC Special Report, Global Warming of 1.5°C＜IPCC特別報告書「1.5℃の地球温暖化」＞:気候変動

の脅威に対する世界的な対応の強化、持続可能な開発、貧困撲滅のための努力という観点から、
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産業革命以前のレベルより1.5℃の地球温暖化の影響と、関連する世界のGHG排出経路につい

て議論している（IPCC 2018）。 
leakage＜リーケッジ＞: 排出の原因となる排出計上対象の活動（森林破壊や土地劣化など）が、世界的な

排出削減となることなく、アカウンティングシステム外の別の場所に移動した場合に発生する。 
nationally determined contribution (NDC)＜国が決定する貢献＞: 各国が自国の排出量を削減し、気候

変動の影響に適応するための努力を具体化したもの。パリ協定では、各締約国に対し、達成のた

めに連続したNDCの作成、伝達、維持を求めている。 
nature-based solutions (NBS)＜ネイチャー・ベースド・ソリューション、自然に基づく解決策＞: 社会課題に

効果的かつ順応的に対処し、人間の幸福および生物多様性による恩恵を同時にもたらす、自然

の、そして、人為的に改変された生態系の保護、持続可能な管理、回復のため行動（IUCN n.d.）。 
net zero＜ネット・ゼロ＞: IPCCの定義では、特定の期間に人為的なGHGの大気中への排出量と吸収量が釣

り合う時点のこと。 
neutralization＜中立化＞: GHGを大気中に放出することによる影響を中立化できる、大気中の炭素吸収や

恒久的な貯蔵（SBTi 2020a）。 
permanence＜永続性＞: 信用をおける排出削減と吸収は長期的に続くべきであり、長期的なモニタリングに

よって反転のリスクを管理すべき、反転が起こった場合にはバッファープールからの補填が行わ

れるべきであるという考え方。 
REDD+: 途上国における森林減少・劣化による排出削減、森林の保全・持続可能な管理・森林炭素蓄積強

化の役割。成果ベースの支払いに基づく気候変動緩和戦略で、2007年に初めてUNFCCCの下で

交渉に入り、2013年に最終決定された。 
reforestation＜再植林＞: 以前は森林であったが他の用途に転換された土地を、再度森林に転換すること

（IPCC 2019）。 
residual emissions＜残渣排出量、削減できず残ってしまう排出＞:パリ協定に準拠したネット・ゼロ・パスウェ

イで削減されずに残るGHG排出量で、気候ポジティブアプローチにおいて、補償や中立化の対象

となるもの。 
science-based target＜サイエンス・ベースド・ターゲット、科学的根拠に基づく目標＞:気温上昇を産業革命

以前の水準より2℃以下に抑制し、1.5℃に抑制する努力を追求するというパリ協定の目標を達成

するために必要な、最新の気候科学が述べている内容に合致した目標。 
Sustainable Development Goals (SDGs)＜持続可能な開発目標＞:国連が定めた、すべての国を対象とし

た開発のための17の世界目標（UN n.d.）。 
United Nations Framework Convention on Climate Change (UNFCCC)＜国連気候変動枠組条約＞: 

大気中のGHG濃度を低減することを目的とした国際条約。 
value chain emissions＜バリューチェーン排出＞: GHGプロトコルのアカウンティング基準で定義されている、

企業のスコープ1、2、3の排出量。 
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